様式第１号（第２条関係）
	固定資産税課税免除申請書

	年　　月　　日　　
雲南市長　　　　　　様

	
	申
請
者

	住所又は事務所若しくは事業所の所在地
	

	
	
	氏名又は名称

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

	
	
	個人番号又は法人番号
	

	雲南市過疎地域における固定資産税の課税免除に関する条例の規定に基づき、次のとおり固定資産税の課税免除を申請します。

	年度
	年度
	課税免除適用年度区分
	初年度・第2年度・第3年度

	事業の用に供した取得等に係る生産設備

	区分
	所在地
	事業所又は事業所の名称
	事業の種類

	取得等
	　
	　
	　

	
	事業の用に供した日
	年　　　　月　　　　日

	固定資産の取得等価格
	種類
	取得等価格
	取得等
の方法
	取得等年月日

	
	土地
	円
	
	

	
	建物及びその附属設備
	
	
	

	
	構築物
	
	
	

	
	機械及び装置
	
	
	

	
	車両及び運搬具
	
	
	

	
	工具器具及び備品
	
	
	

	
	船舶・航空機
	
	
	

	
	合計
	
	
	

	設備を事業の用に供したことによって増加した雇用者の数
	事業の用に供した日以後の雇用者
	事業の用に供した日前の雇用者
	増加した雇用者
	

	
	　　　　　人　　　　　　　人　　　　　　　人
(　　　　　)－(　　　　　　)＝(　　　　　　)

	記載要領
１　「事業の用に供した日」の欄には、当該取得等した設備を使用開始した日を記載すること。
２　「固定資産の取得等価格」の欄には、事業の用に直接供される固定資産の取得等価格を記載すること。
３「取得等の方法」の欄には、取得・製作・建設・増築・改築・修繕・模様替等と具体的に記載すること。


	別表

	取得等に係る生産設備等の明細書

	家　屋

	所在地
	家屋番号
	種類
	構造
	用途
	床面積
(m2)
	取得等の
方法
	着工
年月日
	取得等年月日
	取得等
価格

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円

	
	　
	　
	
	　
	　
	　
	　
	　
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	　
	　
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　土　地

	所在地
	地番
	地目
	地積
(m2)
	取得の
方法
	取得
年月日
	取得価格
	家屋建設
の着工予定年月日

	
	
	
	
	
	
	円
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	設　備

	名　　　　　称
	取得等
年月日
	減価償却開始年月日
	適用した
耐用年数
	取得等価格
	特別償却実施の有無
	備考

	
	
	
	
	円
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合　　　　　計
	
	
	
	
	
	


　記載要領
　　１　この明細書は、固定資産税課税免除申請書に記載されている固定資産
の取得等価格の明細を記載すること。
　　２「特別償却実施の有無」欄には、租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第１２条又は第４５条による特別償却の有無を記載し、該当する設備で特別償却を実施していない場合は、その理由書を添付すること。
　　３　設備のうち、既存の設備等を他から移転し、又は譲り受けたものがある場合は、備考欄にその旨記載すること。
